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が示唆したように︑国家がこのように﹁意見を支配する力﹂を対外政策の手段として組織的に行使する なったのは近代に入ってからであっ ︒第一次世界大戦は猛烈な宣伝合戦となり︑大戦以降は宣伝に乗 てイデオロギー 世界中に拡散し ︒　
本書は︑カーが同時代史的に描いたこの国際政治上の現象が︑
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を応用し︑本書は国際世論の動














































生した内閣情報委員会は︑ソフトパワーの行使を調整しさらに強化するという国家の試みであり︑その優先順位は外交政策にあったと筆者は論ずる︒ただこの新設の機関は︑実際に 他の情報機関に対する指揮権をほとんどもたない調整機関に過ぎなかった︒同盟通信は︑補助金を通じて形式的には首相に直属する機関であったものの︑同社に対する統制権は外務省が保持していた（pp. 83–84 ）︒
　
情報機関のさらなる集権化過程は第三章で分析される︒日中戦
争以降の日本外交の重要な局面の︑ほ んどすべてに関与したのが近衛文麿であるが︑彼は彼 りの総力戦体制像に基づいて政府の政策形成能力を強化しようとすると もに︑国内政治︑国際政治における世論の役割を認識し︑ニュース・プロパガンダや文化プロパガンダを通じてソフトパワーを活用した人物でもあった（p. 97 ）︒日中戦争の勃発からまもない一九三七年九月︑内務省な




























































一九四三年までに︑同盟通信はアジア太平洋地域において正確かつ迅速に情報を供給する体制を築き上げた︒一方 連合国は︑自力で情報を入手する手段を失い同盟通信に依存せざるを得なかったものの︑同盟通信の配信す ニュースを基本的にはプロパガンダと認識してほとんど 用しなかった︒ただ国内ニュースについては︑日本の国内 勢の分析に使用されたという
（
pp. 299–300 ）︒






































で総力戦体制に関する研究は︑制度と理念につ ては歴史的意義づけをめぐる論争と並行しつつ実証的にかなりの程度明らかにされており︑近年の関心は︑制度構築の結果としていかなる現象が生じたのかを解明す こと 移りつ あるようである︒したがって︑どちら 分野においても本書がとくに新しい知見を提供 ているわけではない︒
　
むしろ本書の意義は︑広報外交と総力戦体制の研究蓄積を結び
つけたことによって︑同盟通信社を中心とするニュース・プロパガンダの展開 ニュース・ネットワークの形成が︑総力戦体制の構築の一局面として理解され得ることを示した点に求められるのであろう︒この観点に立つならば 一九三〇年代以降の日本はソフトパワーのはたらきに敏感で︑けっして国際規範や国際世論を無視して孤立へと突き進んだわけ はない
（
pp. 2, 21 ）
との主張も




う指摘は︑一九三〇年代後半の日本 外交︑軍事行動が大英帝国の解体を企図して展開されたことと表裏一体をなしているようで興味深い︒そして こうして苦労して作り上げ 同盟ニュース帝国の配信するニュースが︑欧米メディアからみればおよそ正確な﹁ニュース﹂ ﹁情報﹂ではなく︑ ﹁国家プロパガンダ﹂として片づけられたという悲劇的な
（あるいは喜劇的な）
事実は︑ ﹁国策通信社﹂
の脆弱さと限界を端的に表すと同時に ソフトパ が﹁パワー﹂として有効に機能し得る条件を照射 いるように思われる︒　﹁ソフトパワー﹂を議論のひとつの軸として用いるのであれば︑この点を追求して議論を深めてもよかったのではな だろ か︒本文中には︑南京大虐殺のような事件を念頭に︑プロパガンダは
書評
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命に調整して海外プロパガンダを展開しようとする姿も描き出している︒人や集団の行動を規定する要素と ての制度の分析が力強いだけに︑同盟通信を中心とするニュース・プロパガンダの実態につ 抽象的なイメージしか得られないことが惜しまれる︒そもそも文化外交︑広報外交研究の最大の問題は︑政策の形成実施の過程はかなりの程度実証できたとしても︑いかなる結果が生じたのか︑政策の効果を測定することがきわめて難し にある︒だから︑とりわけ文化外交 広報外交 客体 なった人びとや諸集団がいかなる認識をもったのかは︑丁寧に検討する必要があるのではないだろうか︒人が﹁ニュース﹂をどのように理解し︑それによってどのように情勢を判断し︑どのような行動を決断したのかは︑ある程度追跡することが可能かもしれ い︒この作業によって︑ いは広報外交研究の限界に挑戦することがきたかもしれないと思われ し︑ ﹁ソフトパワー﹂という︑分析概念としては使いづら 概念を︑議論を組み立て 要素として導入する意味も大きくなっ であろう︒
